
























































































































六年二月二三日、 本件代位弁済一、 二により、 Ａ及びＹに対して求償金債権等を取得したこと、これらの債権はいずれも商行為によって生じたものであること、Ｘは、前訴を提起し、勝訴判決を得たこと、同判決は平成一四年 一月五日の経過により確定したことが認められる。
　　
これらの事実によれば、民法一七四条の二の規定により、
Ａに対する本件代位弁済一、 二に係る求償金債権等の時効期間は一〇年 延長されたもの いうべきであり、その時効期























































貸付一、 二はＹがＡの取締役・支配人に在任中にされたものであること、 Ｘは、 平成六年二月ころ及び平成一三年八月ころに、Ｙに対して書面により返済を求めていることが認められ、このような経緯に照らせば、ＸのＹに対する権利行使が権利濫用に
93 主たる債務者に対する求償権の行使が、共同保証人に対する求償権の時効をも中断するか？
九三



















立した保証債務を履行した場合において、信用保証協会が取得する求償権は、商法五二二条に定める五年の消滅時効にかかると解されるところ（最高裁判所昭和四二年一〇月六日判決・民集二一巻八号二〇五一頁） 、 本件第三求償権及び本件四求償権は、いず も信用保証協会 Ｘが商人であるＡの委託を受けて締結 本件第一信用保証契約及び本件第二信用保証契約に基づ て 本件第一貸付債務及び本件第二貸付債務についての保証債務の履行（本件第一代位弁済及び
であるとはいえないから、商事法定利率の適用はない。この求償権を以下「本件第三求償権」という。 ）を取得したことになる（民法四六五条一項、四四二条） 。
なお、主債務者である
Ａは、本件第一保証委託契約に基づき、Ｘに対し、代位弁済額に対する代位弁済日の翌日から年一八 ・ 二五パーセントの損害金を支払う義務を負うことに り、Ｃも本件第一連帯保証契約に基づき同様の義務を負うことになるが ＹがＸに対し、法定利息の 義務以外の損害金を支払うべき義務を負う根拠は何ら見出せない（
Ｘが、民法五〇一条（弁済による






たものであるから、Ｘは、本件第二代位弁済をしたことにより、共同保証人であるＹに対し、代位弁済額一三一九万〇〇〇五円の三分の一 ある四三九万六六六八円（一円未満切り捨て）及びこれに対す 本件第二 弁済の日である平成六年二月二三日から支払済みまで民法所定年五分の割合 よる法定利息の支払を求める求償権（この求償権は、商行為によって生じたものであるとはいえない 商事法定利率 適用はない。 ） を取得したことになる 民法四六五条一項、 四四二条、ＹがＸに対し、法定利息 支払義務以外の損害金を支払うべき義務を負わないことについては、上記のとおりであ
94岡　法（66―１）
九四
証人の一人が、保証債務の全額又は自己の負担部分を超える額を弁済したときに他の共同保証人に対して求償することを認めている。これは Ｙが主張するとおり、主債務者の資力が十分でなく、主債務者 対する求償では満足できない場合に、出捐した保証人だけが損失を負担しなければならなくなっては共同保証人間の公平に反することから、共同保証人間の負担を最終的に調整するために、民法四六五条が特 創設したものである。このように、
保証債務の全額又は自己の負




















































































求その他の事由による時効の中断は 保証人に対しても、その効力を有する。 」と規定しているが、これは、主たる債務と保証債務が主従 関係にあ ことから、主 る債務者への時効中断が保証人の債務にも及ぶとしたものと解される。　
ところで、 本事案においては、 ＸのＹに対して有する債権は、
共同保証人として他の共同保証人 対する求償権である。Ｘの主張するところは、Ｘの主た 債務者 対する求償権を行使しているので、この権利行使は、主たる債務者に対する求償権につき時効中断の効力を有するだけでなく、民法四五七条一項の類推適用により、他の保証人に対する求償権について中断の効力も有するとするものである。　
しかし、同項の効力は、債権者が主たる債務者に対してした


















する求償権を確保するために、法の規定により、弁済によって消滅すべきはずの債権者の債務者に対する債権（いわゆる「原債権」 ） およびそ 担保権を代位弁済者に移転させ、 代位弁済者がその求償権の範囲内で原債権およびその担保権を行使することを認める制度である（最判昭和五九年五月二九日民集三八巻七号八八五頁） 。 また、 代位弁済者に移転した原債 およびその担保権は、求償権を確保す こと 目的として存在する附従的な性質を有し、求償 が消滅したときはこれ よって当然に消滅し、その行使は の存 限度によって制約されるとされ （最判昭和六一年二月二〇日民集四〇巻一号四三頁） 、 代位弁済後においては、 原債権は求償権のために存続するこ なる。　
したがって、本事案において、Ｂ銀行がもつＹに対する保証
債務履行請求権を原債権と考えて、ＸがＢ銀行に対して代位弁済したことにより、Ｘは上記保証債務履行請求権をももつことになる。ＸがもつＹに対する求償 （共同保証人間の求償権）は、Ｘが提起した別件訴訟により平成二四年一一月五日 で時効期間が満了 ないから、それまでに本件訴訟を提起したことにより （平成二四年七月二五日） 、 時効は中断したと考えられ可能性がある。　
控訴審判決がこの点について触れていたにもかかわらず、Ｘ
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